
   ２０２６年度大学院入試問題（２０２５年９月１０日実施）解答または解答例 

    言語科学     研究科    言語学    専攻（ 博士前期・日本語教育学コース ） 

試験科目：（   専門科目     ）    試験時間：（  ９０分  ） 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
   ２０２６年度大学院入試問題（２０２５年９月１０日実施）解答・解答例 
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試験科目：（   英 語      ）    試験時間：（  ６０分  ） 

 
解答例 
 
本テキストは、第二言語習得における到着年齢と文法性判断課題の成績との関係をめぐる研究

を比較し、臨界期仮説の妥当性を検討している。Johnson と Newport は、15 歳以下で到達した学

習者には到着年齢と成績の間に有意な負の相関がある一方、17 歳以上では相関がないことを示

し、7 歳頃までが L2 の完全習得を可能にする敏感期が存在すると解釈した。幼少期開始者は母

語話者並みの成績を示し、8〜15 歳では年齢が上がるほど成績が低下するが、16 歳以降は低下が

頭打ちになるという結果である。 
これに対し DeKeyser は、16 歳以降に相関がない点は確認しつつ、16 歳未満でも負の相関を認

めず、6〜7 歳から 16〜17 歳にかけて言語の抽象的なパターンを暗示的に抽出する能力が徐々に

失われる移行期があると主張した。 
さらに、Bialystok と Hakuta（1999）は、年齢の影響が言語学的な生得的知識の敏感期による

ものではなく、加齢による認知能力の低下が原因であると主張した。彼らは、1990 年のニュー

ヨーク州の国勢調査データを基に、中国語話者とスペイン語話者の英語習熟度の自己評価を分析

し、年齢が高くなるほど習熟度が徐々に低下する傾向を示した。ただし、自己評価は主観的であ

り、実際の言語能力を正確に反映していない可能性があると指摘されている。 
Birdsong と Molis は Johnson & Newport の方法で追検証したが、16 歳以下では相関を見いださ

ず、17 歳以上で負の相関を確認し、敏感期仮説に疑問を呈した。 
これらの研究結果の不一致については、敏感期の存在を支持するものの、その終了時期や影響

の程度が不明確であるとする見解もある。また、L1 と L2 の類似性が L2 習得における年齢の影

響を緩和する可能性があると指摘されている。 
               （スペースを除いて 754字） 

 

        
 


